
毎年３月３１日現在の株主様に、ココカラファイン、セイ
ジョー、セガミメディクス、ジップドラッグ、ライフォート、
スズラン薬局、コダマの各店舗でご利用いただける
お買物優待券を以下の基準により贈呈いたします。

なお、株主様のご希望により、
「お買物優待券」の全部と引き
換えに同等額の「ギフトカタロ
グ」への交換をいたします。
●ご利用方法
当社グループ会社の店舗において、商品の購入代金のお支払
いとして、現金との併用または優待券のみのご利用ができます。
ただし、調剤診療・介護関連・スポーツ施設に関わるお支払い
および、酒・タバコ等一部商品にはご利用できません。

※本券の有効期限は平成２６年５月３１日までです。

100株以上500株未満▶▶ お買物優待券 2,000円分

500株以上1,000株未満▶ お買物優待券 3,000円分

お買物優待券 5,000円分1,000株以上▶▶▶▶▶▶

保有株式数 優待内容

事業年度 毎年4月1日から3月31日まで
定時株主総会 毎年6月開催
配当金受領株主確定日 毎年3月31日（期末配当）、毎年9月30日（中間配当）
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081  東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）
特別口座に記録された株式に関する各種お手続き用紙のご請求は、
次の三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の電話およびインターネットでも24
時間承っております。
フリーダイヤル　0120-244-479 （本店証券代行部）
フリーダイヤル　0120-684-479 （大阪証券代行部）
＜ＵＲＬ＞　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

公告方法 当社の公告は電子公告により行います。ただし、電子
公告によることができない事故その他やむを得ない事
由が生じたときは日本経済新聞に公告いたします。

単元株式数 100株

1．株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、
原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口
座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）
ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀
行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

〒222-0033　神奈川県横浜市港北区新横浜3丁目17番6号　Tel.045-548-5929

環境保全のため、
FSC®認証紙と
植物油インキを使用して
印刷しています。

　2013年4月1日、販売子会社の統合を機に、当社ホームペー
ジをリニューアルしました。皆様により使いやすく、よりわかりや
すいホームページとなるよう、全面的にリニューアルを行っており
ます。スマートフォンやタブレット端末にも対応した設計としており
ますので、是非ご覧ください。

ホームページをリニューアルしました。
インフォメーション

みちのく未来基金への寄付につきまして
各店舗でご利用いただいた「お買物優待券」を集計し、総額
の１０％を当社から「みちのく未来基金」に寄付します。この
機会に是非ご利用ください。

●株主メモ ●株主優待制度について

株式会社ココカラファイン
証券コード：3098

人々のココロとカラダの健康を追求し、
地域社会に貢献します。

Corporate Philosophy
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スケアの誕生を迎えることができました。統合に関わる作
業には未だ継続中のものもありますが、上期中には統合
関連の投資は概ね終了し、効果が顕著に表れると見込ん
でいます。ブランドロゴの統一を考慮した店舗改装につい
ても、最も効果的にお客様にココカラファインのブランド
をアピールできる方法で、順次進めています。
　販売会社の統合は「おもてなしNo.1」の実現に至る重
要な通過点であり、ここまで着実に辿り着くことができた
と感じています。これにより中期経営計画の目標達成に向
けた体制づくりが完了したので、今後は、これをベースに
事業拡大を加速していきます。

　既存店の利益率を高め、活性化を図る策として、プライ
ベートブランド（PB＝自主企画）商品の開発・拡充を進めて

販売子会社の統合という
ビッグイベントを終え、
本格的な事業拡大の
ステップへ踏み出します。

　当期は期初計画を上回る売上高を確保するなど、中期
経営計画の達成に向けては、ここまでのところ順調に推移
しています。ただし、現在のスピードでは、これから2016年
３月期までの3年間で5,000億円を達成することは難しい
と思います。従って、今後はさらに経営スピードを上げ、新
規出店、既存店の活性化、M&Aなど具体的な施策を進め
ることにより、成長を担保していきたいと考えています。
　また、当期は販売会社6社（株式会社セイジョー、セガミ
メディクス株式会社、株式会社ジップドラッグ、株式会社ラ
イフォート、株式会社スズラン薬局、有限会社メディカルイ
ンデックス）の統合作業に注力した結果、予定どおり2013
年４月には統一基幹システム、統一人事制度の運用が始ま
り、新しい販売会社として株式会社ココカラファイン ヘル

代表取締役社長   塚本 厚志

Q 2016年売上高5,000億円の目標達成に向け、
現在の進捗状況はいかがですか？

トップインタビュー Top Interview

Q ドラッグストアの収益基盤強化の
取り組みについてお聞かせください。

います。ベーシックな価格訴求型PBと同時に、お客様の潜
在的なニーズに応える付加価値型PBの開発を促進し、ココ
カラファインにしかない商品の拡大による他社との差別化
を図ります。
　付加価値型PBでは、化粧品と健康食品のカテゴリーに注
力しており、すでに美白・保湿効果のあるスキンケアオイル

『VIVCO（ヴィヴコ）』や、吸収率の高い還元型のコエンザイ
ムQ10を素材としたサプリメントを展開中で、いずれも発
売以来、販売は順調に伸びています。また、化粧品や健康食
品以外の開発についても自社のみならず専門企業との提
携の可能性も含め、現在検討中です。
　2014年３月期につきましてもPB商品の開発を積極的に
進め、売上高に占めるPB商品の比率を現在の約10％から
2016年3月期には15％にまで高めることを目標としていま
す。
　新規出店については、立地・業態別に「都市型」「住宅地型」

　　　　　　6つの販売会社をひとつに集約し、本社、販売会社、関係会
社という３つのプラットフォームで機能を分担することにより、効率的なグ
ループ運営体制を実現しました。
　新体制では本社である株式会社ココカラファインがグループ全体の経
営戦略やガバナンスの統括を、販売会社である株式会社ココカラファイ 
ン ヘルスケアがコア事業であるドラッグ＆調剤事業の運営を担い、関係会
社はイノベーション部隊として新規事業に取り組みます。
　関係会社は、主にＰＢ商品の開発を行う株式会社ココカラファイン ネク
スト、介護事業を行う株式会社ファインケア、インターネット販売の株式会
社ココカラファインOEC、中国でドラッグストアを運営する可開嘉来（上
海）商貿有限公司の4社となっています。

販社統合によりグループ運営基盤を強化1More 
Information

グループヘッドクオーター機能
グループ全体の経営戦略やガバナンスを統括

グループマネジメント機能
経営管理機能を本社と販社、

関係会社との間で
機能とレポートラインを共有し、

効率的な事務処理と
各事業の業績管理を的確に把握し
グループ運営を行います。

オペレート機能
ドラッグ＆調剤事業の運営

販社体制から
フォーマット別体制へ

㈱ココカラファイン ヘルスケア

㈱ココカラファイン

関連会社

調　剤
郊外型ドラッグ
住宅地型ドラッグ
都市型ドラッグ

「郊外型」「調剤」の4タイプに分類し、どのタイプの出店が相
応しいかを判断していくことになります。当社グループの強
さが最も発揮できるフォーマットによる出店を増やしていき
たいと考えています。

　当期は初の試みとして、埼玉県狭山市にサービス付き
高齢者向け住宅「ファインケアあおぞら」を開設しました。
これを機に、ドラッグストア・調剤薬局と病院など、地域医
療との連携が始まっています。
　当社ではこのビジネスモデルを「狭山モデル」と呼んで
いますが、この「狭山モデル」により今後の当社グループ
が進める介護事業のスキームが明確になってきたと感じ
ています。今後は他の地域にも導入して検証を進め、早い
段階で全国展開につなげたいと考えています。　
　「狭山モデル」により介護事業の収益モデルが確立する

Q 新規事業として推進している介護事業は
順調に進んでいますか？

1 2

010_7091301302506.indd   1-2 2013/06/17   14:36:15



ています。もちろん、現在すでに進出している地域での事
業については、遅くとも2016年までの収益化を目指して
います。

　ココカラファインは、ドラッグストア事業の枠を越えた
ヘルスケア産業をつくるという想いの下、複数の企業が
集結し「人々のココロとカラダの健康を追求し、地域社会
に貢献する」を理念として設立されました。ここまでも、さ
まざまな歴史、特長を持つ企業との連携を実現していま
す。
　さまざまな背景・経験を持つ人々がひとつの志で結ば
れた、多様性豊かな企業グループこそ、イノベーションを
起こし、成長を遂げることができると確信しています。株
主の皆様には、ココカラファインの今後の成長性につい
て大いに期待していただきたいと思います。どうぞ、今後
とも一層のご支援をよろしくお願い申し上げます。

ことで、その後の事業拡大に拍車がかかるものと見込ん
でいます。
　当社グループの使命である「地域のヘルスケアネット
ワークの構築」という観点から、「衣・食・住・美」の提供に加
え、今後は「運動」や「衣類」などの分野での展開が考えら
れます。

　中国ではすでに2店舗を運営していますが、4～５店舗ほ
どの規模になったところで、今後の方向性を判断すること
になると考えています。その他の地域については、現地企
業との提携を中心に幅広く事業領域を設定し、できる範囲
でチャンスがあればチャレンジしているという段階です。
　海外での取り組みは、今は種をまいている時期で、まだ
何が生まれるかは分かりませんが、いずれ競争力のある
芽が出てくると思います。10～20年先の将来には、グ
ループの海外事業比率はかなり高くなっていると想定し

Top Interview

Q ココカラファインの株式の魅力、
投資するメリットとは何ですか？

　　　　　　「地域におけるヘルスケアネットワークを構築する」
ことが、当社グループの社会的使命（ミッション）の１つです。現在で
はドラッグストア、調剤、介護の3事業が連携し、さらに病院、訪問看
護ステーションなど地域の医療関係機関とのネットワークを構築する
ことにより、地域のお客様のお役に立つ活動に取り組んでいます。
　ヘルスケアネットワークには、「ココロとカラダの健康を追求」するた
めに必要な要素である「住宅」「医療」「食事」「美容」「運動」「衣類」
などに関わる分野も設定し、すでに自ら展開している「美容」（化粧品
開発）、「住宅」（介護事業）に加え、今後は、社外との連携を強化して
いくことも想定しています。

地域におけるヘルスケアネットワークの構築と事業領域の拡大2More 
Information

住

医

食

生活支援

ドラッグストア ネット通販

介　護

ショートステイ サービス付き
高齢者向け住宅

地域包括支援
センター

訪問介護 リハビリ型
デイサービス グループホーム

医　療

クリニック 訪問看護

調剤薬局 在宅調剤

病院

Q 中国をはじめとする東アジア事業は、
どのように進める予定ですか？

1. 販売子会社の統合

▶中期経営戦略～CF5000～ 実現のために

販売子会社を統合し、㈱ココカラファイン ヘ
ルスケアを立ち上げました。この新たな体制
により、更なる「おもてなし」を追求し、お客
様・患者様にとって身近で重要な役割を果た
す新しい医療拠点としての存在意識を高
め、ココロとカラダを元気にする「ライフスタ
イル提案ストア」を構築してまいります。

ドラッグストア各店舗を顧客や立地などの指標を基にクラスター分類を行い、業態別3事業部体制をとり、それぞれの業態のベスト
フォーマットの確立を実施しております。

2. ドラッグストア事業戦略

 Vol.3
販売子会社６社が吸収合併

SV（スーパーバイザー）
接遇や店舗環境など顧客目線での
改善活動と全社施策の徹底

商品本部
全社商品施策の決定と仕入を強化

販売促進本部
全社販促のコントロールや商品等
のエリア対応を実施

販売企画部
各業態別事業本部に販売企画部を設置し、

業態軸での全社施策の最適化を実施。

※調剤事業
調剤事業の特性に対応
し、単独事業としての事
業性を強化するためにカ
ンパニー内で完結でき
る組織体制。

業態（顧客）別事業本部

都市型 住宅地型 郊外型 調剤カンパニー

㈱ココカラファイン ヘルスケア

㈱ファインケア
2012年4月、介護事業を統合し、設立。

㈱ココカラファインOEC
2013年2月、ココカラファインから分社し

設立したネット通販子会社。

㈱ココカラファイン ネクスト
商品開発・商品輸出。

2013年4月1日、旧SOファーマから改称。

可開嘉来（上海）商貿有限公司
中国現地法人（2012年設立）
日本式ドラッグストア運営。

㈱セイジョー

セガミメディクス㈱

㈱ジップドラッグ

㈱ライフォート

㈱スズラン薬局

(有)メディカルインデックス

㈱コダマ
（2013年10月に統合予定）

3 4
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トピックス Topics

　当社グループ会社である株式会社ファインケアは、埼玉県狭山市にサー
ビス付き高齢者向け住宅『あおぞら』をオープンしました。充実した居住設
備に、ヘルパーが３６５日常駐し、食事も完備しているため利用者は安心して
暮らすことができます。
　また、高齢者住宅周辺にあるショートステイやデイサービス等の介護
施設、ドラッグストアや調剤薬局など当社グループが提供するサービスと
地域の医療施設と連携し、地域に今までにない介護サービスを充実させて
いきます。

●サービス付き高齢者向け住宅「あおぞら」が
　埼玉県狭山市にオープン 　当社は、４月の販売子会社の統合にあわせ「ココカラ

クラブカード」を発行しました。
　グループ内の会員カードを統合
することにより、より魅力的な会員
プログラムやポイントサービスの
ご提供を行ってまいります。

●ココカラクラブカード発行

●ロゴマークが変わりました

　心地よい安心感を与えるブランドカラー「Cコーラル」で表現されたココ
カラファインのシンボルマーク「Cコロン」は、ブランドの頭文字の「C」と、“す
なわち”をあらわす「：（コロン）」の組み合わせで構成されています。「：」に続く
ココカラファインが目指す姿を常に思考して、発展し続ける意思を象徴して
います。
　「C」と「：」の間に見える白十字は、医薬品を取り扱う企業として、お客様に
約束する安心・安全・信頼を表しています。

買えば買うほどお得になる「ステージ制度」が全店舗で開始

狭山市におけるヘルスケアネットワーク構築

サービス付高齢者住宅
『あおぞら』 地域の医療機関

【デイサービス】

ファインケア狭山

【ショートステイ】

ファインケア狭山【訪問看護】

ファインケア狭山

【調剤】

狭山台店

【ドラッグストア】

狭山台店

【インターネット・宅配】

ココカラファインOEC 企業の象徴であるロゴマークが、これまでの四葉のクローバーから変
更となりました。

5 6
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（単位：百万円） 第5期 第4期 第3期 当期のチェックポイント 第6期
（2013年３月期）（2012年３月期）（2011年３月期） （増減要因等） （来期予想）

売上高 335,886 321,954 256,681 ㈱コダマの子会社化、㈱ABCドラッグの事業譲受などにより前連結会
計年度比13,932百万円の増加となりました。 359,000

売上総利益 85,052 79,486 63,587 粗利を重視した営業施策が寄与し前連結会計年度比5,566百万円
増加しました。 ―

販売費及び一般管理費 76,451 70,906 57,211 販売子会社の統合に伴う一時費用発生などにより前連結会計
年度比5,545百万円の増加となりました。 ―

営業利益 8,601 8,579 6,375 販社統合などの一時的な経費発生などにより前連結会計年
度比22百万円の増加にとどまりました。 10,000

経常利益 13,861 13,467 10,395 前連結会計年度比394百万円の増加となりました。 14,000

当期純利益 7,899 7,920 5,911 前連結会計年度比21百万円の減少となりました。 8,200

包括利益 7,926 7,943 5,903 前連結会計年度比17百万円の減少となりました。 ―

流動資産 88,679 85,692 66,819 たな卸資産の増加などにより、前連結会計年度比2,987百万円の増加となりまし
た。

固定資産 61,054 55,223 54,541 有形固定資産の増加などにより、前連結会計年度比5,831百万円の増加となり
ました。

流動負債 70,638 67,710 53,658 買掛金、短期借入金の増加などにより、前連結会計年度比2,928百万円の増加と
なりました。

固定負債 5,522 5,927 7,097 負ののれんの償却などにより、前連結会計年度比405百万円の減少となりました。

総資産 149,734 140,915 121,361 前連結会計年度比8,819百万円の増加となりました。

純資産 73,573 67,277 60,605 当期純利益の計上などにより、前連結会計年度比6,297百万円の増加となり
ました。

営業活動による
キャッシュ・フロー 10,012 21,645 8,140 仕入債務の減少、たな卸資産の増加などにより前連結会計年度比11,632百万円

の減少となりました。

投資活動による
キャッシュ・フロー △ 6,222 △4,916 △4,097 新規出店等による有形固定資産の取得などにより前連結会計年度比1,306百万円

の増加となりました。

財務活動による
キャッシュ・フロー △ 4,240 △4,553 △3,959 長期借入金の返済による支出、配当金の支払いなどにより前連結会計年度比

312百万円の減少となりました。

現金及び現金同等物の
期末残高 24,217 24,637 12,461 前連結会計年度比420百万円の減少となりました。

●医薬品
　風邪薬をはじめ全般的に不振であったものの花粉関連商材は好調に推移

●調剤
　薬価改定の影響があったものの、在宅調剤実績も増加し、好調に推移

●化粧品
　中価格帯商品や、ライトカウンセリングによる付加価値型商品の販売が好調

●その他
　衛生品・日用雑貨・食品など全般的に底堅く推移

●卸・介護他
　主要取引先であった㈱コダマの子会社化に伴い卸業の売上は減少

商品別売上高

2013/32011/3 2012/3

256,681

321,954

10,395

13,467

5,911

7,920

2013/32011/3 2012/3

121,361

140,915

2013/32011/3 2012/3

60,605
67,277

2013/32011/3 2012/3

49.9 47.7

335,886 13,861
7,899

149,734149,734 73,57373,573

49.1

●売上高（単位：百万円） ●当期純利益（単位：百万円）●経常利益（単位：百万円）

●総資産（単位：百万円） ●自己資本比率（単位：％）●純資産（単位：百万円）

2013/32011/3 2012/3 2013/32011/3 2012/3

売上高
335,886百万円

医薬品
53,307百万円

調剤
39,671百万円

化粧品
89,812百万円

衛生品
37,309百万円

健康食品
9,940百万円

日用雑貨
42,334百万円

食品
27,616百万円

卸・介護他
35,892百万円

15.9%

11.8%

26.7%11.1%

3.0%

12.6%

8.2%

10.7%

連結財務データ Consolidated Financial Data
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●株式情報 （2013年4月1日現在）

発行可能株式総数 100,000,000株
発行済株式の総数 25,472,485株
株主数 7,466名

●会社概要 （2013年4月1日現在）

名称 株式会社ココカラファイン
事業内容 ドラッグストアチェーンの運営等を行う子会社およ

びグループ会社の経営計画・管理・仕入ならびに
それに付随する業務

本社所在地 〒222-0033 
横浜市港北区新横浜3丁目17番6号  イノテックビル　

設立日 2008年4月1日

資本金 10億円

関係会社 株式会社ココカラファイン ヘルスケア

株式会社ファインケア

株式会社コダマ

株式会社ココカラファインＯＥＣ

株式会社ココカラファイン ネクスト

可開嘉来（上海）商貿有限公司

●役　員 （2013年6月26日現在）

取締役会長 久松　正志 常勤監査役 古松　泰造
代表取締役社長 塚本　厚志 監査役 齊藤　正人
取締役副社長 石橋　一郎 監査役（社外） 亀沖　正典
取締役 橋爪　薫 監査役（社外） 大谷　泰弘
取締役 上原　俊二
取締役 濱野　和夫
取締役（社外） 北山　真

大株主 
大株主名 持株数（株） 持株比率（％）

齊藤　正人 1,759,248 6.92 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（管理信託口・79208） 1,683,240 6.62 

ココカラファイン従業員持株会 1,257,230 4.94 

セガミ不動産株式会社 1,135,920 4.47 

石橋　一郎 762,600 3.00 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 630,700 2.48 

第一三共ヘルスケア株式会社 605,017 2.38 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 446,848 1.76 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 439,900 1.73 

万城目　ひとみ 406,550 1.60 

山口　裕子 406,550 1.60 

（注）株主数・株式数には自己株式（1名/34,051株）を含んでおります。

（注）持株比率は自己株式（34,051株）を控除して計算しております。

（注）株主数・株式数には自己株式（1名/34,051株）を含んでおります。

株式分布状況

所有者別の
株式数

●金融商品取引業者
235,706株 0.92％

●個人・その他 
11,464,180株 45.01％

●金融機関
 5,877,963株 23.08％

●その他の国内法人
4,232,310株 16.61％

●外国法人等
3,662,326株 14.38％

関東・甲信越地区
東京都 236店
神奈川県 58店
埼玉県 54店
千葉県 20店
茨城県 3店
栃木県 6店
群馬県 1店
山梨県 2店
新潟県 77店
長野県 3店
計 460店

北海道・東北地区
北海道 25店
宮城県 2店
福島県 3店
計 30店

中国地区
岡山県 12店
広島県 21店
山口県 23店
鳥取県 14店
島根県 3店
計 73店

東海・北陸地区
岐阜県 21店
愛知県 106店
静岡県 39店
三重県 57店
福井県 1店
計 224店

関西地区
大阪府 151店
京都府 35店
兵庫県 99店
奈良県 37店
滋賀県 10店
和歌山県 26店
計 358店

四国地区
徳島県 7店
香川県 7店
愛媛県 4店
高知県 3店
計 21店

九州・沖縄地区
福岡県 58店
佐賀県 2店
長崎県 18店
熊本県 7店
大分県 5店
沖縄県 5店
計 95店

日本全国幅広い地域をカバーし、それぞれの地域特性に応じた店舗展開を推進しております。
今後も、ドラッグストアや調剤専門店を中心とした出店を行うと同時に、
M&Aやアライアンスを活用し、積極的にエリア戦略を進めてまいります。

店舗のご案内 （2013年3月31日現在）会社概要/株式情報 Store InformationCorporate Data/Stock Information

グループ店舗総数　1,261店

9 10

010_7091301302506.indd   9-10 2013/06/17   14:36:17


